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会津美里町下水道事業経営戦略（改定） 

 

 

団 体 名  福島県大沼郡会津美里町  

 

事 業 名  特定地域生活排水処理事業  

 

策 定 日  平成 29 年 3 月（令和 4年 3 月改定）  

 

計 画 期 間  平成 29 年度  ～  令和 8 年度  

 

１．事業概要 

 (1) 事業の現況 

  ① 施 設 

 供用開始年度 平成 16 年度 法適（全部適用・一部適用） 
法適（一部適用） 

（ 供 用 開 始 後 年 数 ） （17 年）  非 適 の 区 分  

処 理 区 域 内 人 口 密 度 7.3 人/ha 
流 域 下 水 道 等 へ の 

無 
 接 続 の 有 無  

 処 理 区 数  1 区域 

 浄化槽管理基数  89 基（令和 2年度末現在） 

広域化・共同化・最適化 
特になし 

 実施状況*1  

 

*1 「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。 

「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・

共同化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴

収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。 

「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排・浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最

適なものを選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。 

 

 

 

 

 

 

  ② 使 用 料 

 一般家庭用使用料体系の 
別紙 1 

概 要 ・ 考 え 方 

業 務 用 使 用 料 体 系 の 
別紙 1、別紙 2 

概 要 ・ 考 え 方 

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の 
別紙 1、別紙 2 

概 要 ・ 考 え 方 

条 例 上 の 使 用 料 * 2 平成25年度 3,675 円 実 質 的 な 使 用 料 * 3 平成25年度 3,329 円 

（ １ 世 帯 3 人 あ た り ） 平成26年度 3,780 円 （ ２ ０ ㎥ あ た り ） 平成26年度 3,740 円 

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載 平成27年度 3,780 円 ※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載 平成27年度 3,790 円 

*2 条例上の使用料とは、家族構成員を 3人として計算した使用料をいう。 

*3 実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に 20 ㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をい

う。  
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  ③ 組 織 

  水道事業及び下水道事業は 12 人で運営しており、上下水道総務係、上下水道係に

分かれて業務に当たっています。下水道事業における職員給与の予算措置について

は、損益勘定支弁職員 3名、資本勘定支弁職員 1 名を配置しています。 

 職 員 数  

 

 下水道事業（公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、

特定地域生活排水処理事業）については、水道事業と併せ運営されています。 

 

【下水道事業運営組織】 

課長 1名 課長補佐 1 名 上下水道総務係 4名 上下水道係 6 名 

 

【組織体制の再編及び実施年度】 

平成 31 年 4 月機構改革により上下水道課と建設課が統合 

建設水道課 職員数 25 名 

課長 1名 課長補佐 2 名 上下水道総務係 4名 上下水道係 6 名 管理係 6 名  

建設係 6 名 

事 業 運 営 組 織 

 

 

 (2) 民間活力の活用等 

 

民 間 活 用 の 状 況 

ア 民間委託 浄化槽清掃委託、浄化槽保守点検委託を民間事

業者に委託しています。今後も住民サービスの向

上と維持管理費のバランスを考慮しつつ、窓口業

務や料金関係業務のアウトソーシングも視野に入

れ、費用対効果の向上により経費削減を図れるよ

う検討していきます。 

  （包括的民間委託を含む） 

イ 指定管理者制度 
包括的民間委託等について検討していく予定で

すので、指定管理者制度については未検討です。 

ウ ＰＰＰ・ＰＦＩ 事業実現性、導入可能性を検討していきます。 

資 産 活 用 の 状 況 

ア エネルギー利用 
特になし 

  （下水熱・下水汚泥・発電等）*4 

イ 土地・施設等利用 
 特になし 

  （未利用土地・施設の活用等）*5 

 

*4 「エネルギー利用」とは、下水汚泥・下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源（資産を含む）を用いた収入増につながる取

組を指す。  

*5 「土地・施設等利用」とは、土地・建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売

却は除く）。  
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 (3) 経営比較分析表を活用した現状分析 

   ※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析

表）を添付しています。 

 

 別紙 3 

・分析内容 

【経費回収率】 

類似団体と比較し高い値となっていますが、汚水処理に係る費用が使用料の収入により賄われていない状

況です。経費の削減等に努めます。 

【汚水処理原価】 

 類似団体と比較し低い値となっています。今後も維持管理費の削減に努めます。 

【水洗化率】 

 類似団体と比較し高い値となっており 100％です。 

 

この経営比較分析表を活用し、他の類似団体との比較や分析を行い経営の現状及び課題を把握し経営計画

に反映していきます。 

また、より正確な経営状況及び財政状態を把握するため、令和 2 年度から地方公営企業法の一部（財務規

定等）を適用しました。 

 

２．経営の基本方針 

 ・効率化経営健全化のための取組方針 

処理区域内の接続率向上を図るとともに、より一層コスト削減に積極的に取組み施設の有効的かつ効率的

な事業運営と、業務の効率化を図り経営の健全化に努め、適切な施設管理により将来にわたり持続的なサー

ビスを提供します。 

また、令和 2 年 4 月 1 日に地方公営企業法の一部（財務規定等）を適用したことにより独立性及び透明性

を高めるとともに今後の計画に反映していきます。 

 

 

３．投資・財政計画（収支計画） 

 

(1) 投資・財政計画（収支計画）：別紙 4 

 

(2) 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

① 収支計画のうち投資についての説明 

 ・投資の目標に関する事項 

 事業は完了しているため計画期間中の補助事業等の予定はありません。 

 平成 29 年度から令和元年度まで公営企業会計適用のための業務委託を行い、令和 2年度より適用となりま

した。 

 

② 収支計画のうち財源についての説明 

 ・企業債に関する事項 

平成 29 年度から令和元年度まで公営企業会計適用債の借入を行いました。 

・繰入金に関する事項 

一般会計繰入金は、繰出基準に基づいて算定するとともに、収支不足額を基準外繰入として算定します。 
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③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

 ・修繕費に関する事項 

令和 4年度予算ベースで算定し、毎年経年劣化による修繕費の増加を見込んで算出しています。 

・委託費に関する事項 

令和 4年度予算ベースで算定し、経年劣化による経費増を見込んで算出しています。 

 

(3) 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

① 今後の投資についての考え方・検討状況 

 

広域化・共同化・最適化に関する事項  特になし 

投 資 の 平 準 化 に 関 す る 事 項 特になし 

民 間 活 力 の 活 用 に 関 す る 事 項 

（ＰＰＰ/ＰＦＩなど） 

業務委託については、仕様発注から性能発注への発注スタイルの変更を

検討し、包括的民間委託などの PPP の活用など委託手法について検討して

いきます。 

そ の 他 の 取 組 特になし 

 

② 今後の財源についての考え方・検討状況 

 

使 用 料 の 見 直 し に 関 す る 事 項 

経費回収率の向上に向け、少なくとも 5年に一度、使用者の適正な費用

負担について検討し、必要な場合は住民の理解を得て、料金改定を行って

いきます。 

資産活用による収入増加の取組について 特になし 

そ の 他 の 取 組 特になし 
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③ 投資以外の経費についての考え方・検討状況 

 民 間 活 力 の 活 用 に 関 す る 事 項 

（包括的民間委託等の民間委託、指定管 

理者制度、ＰＰＰ/ＰＦＩなど） 

当面は現在の民間委託を継続し、包括的民間委託を検討しながら更なる

経費削減が図れるよう検討していきます。 

職 員 給 与 費 に 関 す る 事 項 特になし 

動 力 費 に 関 す る 事 項 特になし 

薬 品 費 に 関 す る 事 項  特になし 

 

修 繕 費 に 関 す る 事 項 
長寿命化によるライフサイクルコストの低減と投資の平準化が図れる

よう修繕計画に基づき適宜必要な修繕を実施していきます。 

委 託 費 に 関 す る 事 項 
統合できる委託業務について検討し、経費の削減・効率化に努めていき

ます。 

そ の 他 の 取 組  特になし 

 

４．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

 

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、 

更 新 等 に 関 す る 事 項 

毎年度、進捗管理（モニタリング）を行い、また最低でも 5年ごとに見直し（ロ

ーリング）を行い必要に応じて更新を行っていきます。 

 



別紙1 

区分 基本割 人員割 備考 

一般住宅 2,000円 世帯員1人あたり 500円  

地区集会場等 なし 行政区等の管理する集会所、その他

の集会施設等 

消防屯所 なし 排水設備を有する消防屯所 

その他 換算処理人員1人あたり 

500円 

 

上記により算出した額に、消費税及び地方消費税を加算した額。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙2 

業務形態 算定式 備考 

飲食店 延べ面積(m2)×0.24  

喫茶店 延べ面積(m2)×0.11  

パチンコ店・ゲームセンター 延べ面積(m2)×0.11  

カラオケボックス 延べ面積(m2)×0.11  

テニスコート・プール(し尿のみ) 総便器数  

駐車場・車庫 総便器数  

ガソリンスタンド 延べ面積(m2)×0.06  

保育所・幼稚園・小学校・中学

校・給食センター 

(児童・生徒数＋教職員数)

×0.2 

 

高校 (生徒数＋教職員数)×0.25  

集荷場 延べ面積(m2)×0.06  

倉庫 延べ面積(m2)×0.02  

公衆便所 総便器数  

公民館・集会施設 延べ面積(m2)×0.055 地区集会所除く 

ホテル、旅館等 延べ面積(m2)×0.15 結婚式場または宴会場を有する場合 

〃 延べ面積(m2)×0.075 結婚式場または宴会場を有しない場合 

体育館 延べ面積(m2)×0.045  

事務所・事業所・店舗等 延べ面積(m2)×0.06  

マーケット 延べ面積(m2)×0.075  

老人福祉センター・児童福祉施設

等 

延べ面積(m2)×0.055  

美術館・資料館等 延べ面積(m2)×0.075  

老人ホーム・介護施設・ユースホ

ステル 

定員  

病院 ベッド数×定数6  

医院・診療所 延べ面積(m2)×0.11  

工場、作業所等 定員(人)×0.75 業務用厨房設備 有 

〃 定員(人)×0.30 業務用厨房設備 無 

上記により算出した額に、消費税及び地方消費税を加算した額。 

備考 １ 換算処理人員が１に満たない場合は１を換算処理人員とし、１を超える場合で１に満たない端数が生じたと

きは、その端数を切り捨てた数を換算処理人員とする。 

２ 定員は、その所属を問わず、排水設備を整えた作業所等において勤務することを常態とする者をいう。 

３ この表の区分によることができないものについては、建築基準法施行令(昭和25年政令第338号)第32条第１項

表中の規定に基づく昭和44年建設省告示第3184号(建築基準法施行令第32条第１項表中の規格に基づく処理対象

人員の算定方法)に規定する、日本工業規格「建築物の用途別による屎尿浄化槽の処理対象人員算定基準

(JISA3302―2000)」に定めるところを基準として、町長が別に換算処理人員を定める。 

４ 一般住宅と併用の場合、その他の建物用途として使用される延べ面積に対する処理対象人員と世帯人員の合

計人員とする。 

５ 排水設備をもたない施設はこの限りでない。 

６ 建築物の使用状況により実情に添わないと考えられる場合は、算定人員を増減することができる。 



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和2年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

有形固定資産減価償却率
減価償却がどの程度進んでいるか表す指標で、類似
団体平均値より低くなっている。現在、法定耐用年
数を経過した浄化槽はないが、計画的な付帯設備等
の保守点検及び維持管理が必要である。

2. 老朽化の状況

全体総括

　本町の特定地域生活排水処理事業は整備完了して
いる。
　維持管理・受付業務においては、各処理場の運
転・保守管理や、各支所窓口業務において、民間委
託を活用することで、サービスの向上、効率的な施
設の維持管理を行い、経費削減に取り組んでいる。
　しかし、人口減少による料金収入の減少、施設・
整備の老朽化に伴う施設の更新投資や、多額の企業
債償還が見込まれるなど、将来的な事業経営の課題
に対応するため、令和2年4月1日に地方公営企業法
の一部（財務規定等）を適用した。
　今後も計画的な維持管理や適切な事業選択などに
より、経営のさらなる効率化を図り、健全かつ持続
可能な下水道事業経営に努める。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

経常収支比率
維持管理費や企業債支払利息等の費用を使用料収入
や一般会計からの繰入金等の収益で賄えている状況
である。

累積欠損金比率
累積欠損金は発生していない。

流動比率
流動資産で流動負債を賄えている状況である。

企業債残高対事業規模比率
類似団体平均値よりも上回っている。将来的な財政
負担を見据えた財政運営により、可能な限り企業債
残高の縮減を図っていく必要がある。

経費回収率
汚水処理に係る費用が使用料の収入により賄われて
いない状況である。経費の削減等に努めていく。

汚水処理原価
類似団体と比較し低い値となっている。今後も投資
の効率化や維持管理費の削減、有収水量の増加等の
取組みに努めていく。

施設利用率
類似団体と比較し低い値となっている。

水洗化率
100％である。

2. 老朽化の状況について

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 44.96 1.72 100.00 3,850 337 0.46 732.61

276.33 71.56 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法適用 下水道事業 特定地域生活排水処理 K2 非設置 19,773

経営比較分析表（令和2年度決算）
福島県　会津美里町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)
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0.50
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当該値 - - - - -

平均値 - - - - -
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平均値 - - - - 99.03
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H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 5.25

平均値 - - - - 15.74

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - -

平均値 - - - - -

①経常収支比率(％)

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 0.00

平均値 - - - - 74.24

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 101.07

平均値 - - - - 100.47

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 1,131.60

平均値 - - - - 294.27

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 76.00

平均値 - - - - 60.59

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 194.63

平均値 - - - - 280.23

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 53.17

平均値 - - - - 58.19

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 100.00

平均値 - - - - 87.80

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【98.17】 【92.20】 【106.38】 【314.13】

【77.67】【57.83】【282.28】【58.42】

【15.64】 【-】 【-】

ID0328
テキストボックス
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

9,090 9,016 9,305 10,591 9,024

4,441 4,512 4,536 4,520 3,763

4,441 4,512 4,536 4,520 3,763

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

4,649 4,504 4,769 6,071 5,261

4,648 4,504 3,968 4,571 3,861

イ 0 0 800 1,500 1,400

ウ 1 0 1 0 0

5,460 5,659 5,840 6,569 5,185

4,567 4,818 5,051 5,828 4,485

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

4,567 4,818 5,051 5,828 4,485

893 841 789 741 700

893 841 789 741 700

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

3,630 3,357 3,465 4,022 3,839

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

3,651 3,703 3,756 3,362 3,205

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

3,651 3,703 3,756 3,362 3,205

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

△ 3,651 △ 3,703 △ 3,756 △ 3,362 △ 3,205

（決算）

ア 料 金 収 入

イ 受 託 工 事 収 益

(D)

様式第２号（法非適用企業）

投資・財政計画（特定地域生活排水処理）
（収支計画）

税込（単位：千円、％）

年 度

（決算） （決算） （決算）区 分 （決算）

ア 他 会 計 繰 入 金

収 益 的 支 出 に 充 て た 地 方 債

そ の 他

(C)

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

1 総 収 益 (A)

(1) 営 業 収 益 (B)

ウ そ の 他

(2) 営 業 外 収 益

う ち 退 職 手 当

イ そ の 他

(2) 営 業 外 費 用

収
益
的
支
出

2 総 費 用

(1) 営 業 費 用

ア 職 員 給 与 費

(E)

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

1 資 本 的 収 入 (F)

ア 支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

イ そ の 他

(1) 地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

(2) 他 会 計 補 助 金

3

う ち 職 員 給 与 費

(7) そ の 他

2 資 本 的 支 出

収 支 差 引 (A)-(D)

(5) 国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

(6) 工 事 負 担 金

(3) 他 会 計 借 入 金

(4) 固 定 資 産 売 却 代 金

(5) そ の 他

3 収 支 差 引 (F)-(G)

(H)

(3) 他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

(4) 他 会 計 へ の 繰 出 金

資
本
的
支
出

(2) 地 方 債 償 還 金

(I)

(G)

(1) 建 設 改 良 費

別
紙
4



平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

△ 21 △ 346 △ 291 660 634

0 0 0 0 0

1,177 1,156 810 519 1,179

0 0 0 0 0

1,156 810 519 1,179 1,813

0 0 0 0 0

1,156 810 519 1,179 1,813

0 0 0 0 0

営業収益－受託工事収益 4,441 4,512 4,536 4,520 3,763

0 0 0 0 0

58,277 54,574 51,618 49,756 47,951

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

4,648 4,504 3,968 4,571 3,861

605 3,267 3,968 4,103 3,861

4,043 1,237 0 468 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

4,648 4,504 3,968 4,571 3,861

様式第２号（法非適用企業）

投資・財政計画（特定地域生活排水処理）
（収支計画）

税込（単位：千円、％）

年 度

（決算） （決算）区 分 （決算） （決算） （決算）

収 支 再 差 引 (E)+(I) (J)

積 立 金 (K)

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M) (N)

翌 年 度 へ 繰 越 す べ き 財 源 (O)

前 年 度 か ら の 繰 越 金 (L)

前 年 度 繰 上 充 用 金 (M)

（
(Q)

× 100)

実 質 収 支 黒 字 (P)

(N)-(O) 赤 字 (Q)

(B)-(C)

収 益 的 収 支 比 率 （
（A)

× 100)

0 00 0 0赤 字 比 率

(D)+(H)
97 107 108100 96

資 金 の 不 足 額

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16 条 第１項により算定 した
(R)

(B)-(C) (S)

地 方 財 政 法 に よ る
((R)/(S) × 100)

資 金 不 足 の 比 率

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
(T)

資 金 の 不 足 額

解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
(U)

事 業 の 規 模

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
(V)

算 定 し た 資 金 不 足 比 率

他 会 計 借 入 金 残 高 (W)

健 全 化 法 第 22 条 に よ り
((T)/(V) × 100)

地 方 債 残 高 (X)

○他会計繰入金 税込（単位：千円、％）

年 度

（決算） （決算）区 分 （決算） （決算） （決算）

合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画（特定地域生活排水処理）
（収支計画）

税抜（単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和2年度 令和3年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （決算見込）

１． (A) 3,639 3,654 4,010 3,969 3,929 3,889 3,850
(1) 3,639 3,653 4,009 3,968 3,928 3,888 3,849
(2) (B)
(3) 1 1 1 1 1 1

２． 6,142 6,427 6,143 6,273 6,405 6,537 6,668
(1) 4,329 4,614 4,330 4,460 4,592 4,724 4,855

4,329 4,614 4,330 4,460 4,592 4,724 4,855

(2) 1,813 1,812 1,812 1,812 1,812 1,812 1,812
(3) 1 1 1 1 1 1

(C) 9,781 10,081 10,153 10,242 10,334 10,426 10,518
１． 9,066 9,356 9,552 9,675 9,799 9,923 10,048
(1)

(2) 4,734 5,024 5,220 5,343 5,467 5,591 5,716

795 518 780 803 827 851 876

3,939 4,506 4,440 4,540 4,640 4,740 4,840
(3) 4,332 4,332 4,332 4,332 4,332 4,332 4,332

２． 715 716 592 558 526 494 461
(1) 661 620 583 549 517 485 452
(2) 54 96 9 9 9 9 9

(D) 9,781 10,072 10,144 10,233 10,325 10,417 10,509
(E) 9 9 9 9 9 9
(F)
(G) 9 9 9 9 9 9
(H) △ 9 △ 9 △ 9 △ 9 △ 9 △ 9

(I)
(J) 3,309 3,393 3,659 3,654 4,279 4,924 5,589

982 803 987 793 785 777 769
(K) 3,274 3,118 2,701 2,684 2,667 2,703 2,739

2,579 2,421 1,977 1,956 1,935 1,967 1,998

288 288 314 317 320 323 326
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 3,639 3,654 4,010 3,969 3,929 3,889 3,850

(N)

(O)

(P)

そ の 他

営 業 収 益

令和7年度 令和8年度令和5年度 令和6年度令和4年度

流 動 資 産
う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金

(F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

そ の 他 補 助 金
長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画（特定地域生活排水処理）
（収支計画）

税込（単位：千円）
年　　　　　度 令和2年度 令和3年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （決算見 込）

１．

２． 3,000 500 500 500 500 500 500

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A) 3,000 500 500 500 500 500 500

(B)

(C) 3,000 500 500 500 500 500 500

１．

２． 3,412 2,987 2,831 2,387 2,367 2,347 2,380

３．

４．

５．

(D) 3,412 2,987 2,831 2,387 2,367 2,347 2,380

(E) 412 2,487 2,331 1,887 1,867 1,847 1,880

１． 412 2,487 2,331 1,887 1,867 1,847 1,880

２．

３．

４．

(F) 412 2,487 2,331 1,887 1,867 1,847 1,880

(G)

(H) 44,539 41,552 38,721 36,334 33,967 31,620 29,240

○他会計繰入金 税込（単位：千円）
年　　　　　度 令和2年度 令和3年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （決算見 込）

4,329 4,614 4,330 4,460 4,592 4,724 4,855

3,180 3,139 3,103 3,069 3,037 3,005 2,972

1,149 1,475 1,227 1,391 1,555 1,719 1,883

3,000 500 500 500 500 500 500

3,000 500 500 500 500 500 500

7,329 5,114 4,830 4,960 5,092 5,224 5,355

令和8年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和4年度

計

そ の 他

令和5年度 令和6年度 令和7年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和7年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

令和8年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和4年度 令和5年度 令和6年度




